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論　文　内　容　要　旨
IPCCの評価報告書(2001, 2007)は,地球温暖化に伴う気候変動を指摘し,短時間の豪雨の頻度増加
を予測している.近年の異常多雨である平成16年7月12日から13日の新潟福島豪雨,平成16年
10月18日から23日の台風23号等は甚大な災害を引き起こした.これらの事例が示す通り,気候変
動による災害の増発が懸念される.急峻な地形,脆弱な地質を呈する日本列島において懸念されるひ
とつが土砂災害であり,対策整備率の低さ,近年の土砂災害犠牲者の増加等から早急の対策を必要と
する.本研究は,気候変動に伴う土砂災害に対する国土の安全な社会システムの構築のために,数値
地理情報等のグリッドセルデータを利用した土砂崩壊リスクモデルの開発と,日本列島を対象にした
土砂災害リスクマップおよび気候変動に対する感度図の作成を目的にする.土砂災害リスクモデルは
土砂崩壊発生確率モデルと経済損失額予測モデルから構成されており,リスクとして土砂崩壊の発生
確率と土地利用に応じた経済損失額を導いた.経済損失額によるリスクマップから,日本列島に対し
て対策を優先すべき地域を抽出することができる.
発生確率は土砂崩壊の原因になる地形条件,地質条件と降水を含む水文条件から導かれる.したが
って,降水に変化を与えることにより気候事象に応じた発生確率を示すことができる.本研究では,
降水として現在気候,中間気候(2031年･2050年),将来気候(2081年-2100年)に対する再現期間に応
じた降雨極値分布から発生確率を導いた.現在気候の降雨極値分布は既往観測データの利用により作
成された.中間気候,将来気候の降雨極値分布は気象庁のRCM20 Vcr.2による気候予測モデルのデ
ータから作成された.また,融雪の条件を考慮した発生確率を示した.融雪分布は既往観測データと
衛星画像の利用により作成された.
これらの気候および季節の変化に応じた発生確率を示すことで気候変動に伴う土砂崩壊によるリス
クを理解できる.経済損失額は土砂崩壊の発生確率を利用して導かれる.したがって,発生確率と同
様に気候変動に応じた経済損失額を示すことができる.
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発生確率モデルは多重ロジスティック回帰分析を利用して構築された,土砂崩壊の頻発の認められ
た降水イベントおよび地域を基にモデル式を作成する.このモデル式を日本列島全域に適用すること
で発生確率によるリスクマップが示される.降雨に対するモデル式は,平成16年7月12日から13
日の新潟福島豪雨による新潟県栃尾市内の浅草岳から魚沼丘陵を対象に,融雪に対するモデル式は平
成12年3月21日から28日の被災により激甚災害区域に指定された福島県会津若松建設事務所管内
を対象に,土砂崩壊発生,非発生データから構築された.式(1)に発生確率モデルを示す.
P=
1 + expl- (G. + PhhydYh + P,reliejY, )](1)
ここでP:崩壊発生確率, βo:切片, βh:動水勾配の係数, B,:起伏量の係数, ^LVdYh:動水勾配, zlell'ef
Yr:起伏量である.地形条件として起伏量,水文条件として動水勾配を利用した.動水勾配は降雨を
入力した不飽和浸透解析から導かれた.モデル式は土砂崩壊の生じやすい崩積土,新第三系堆積岩,
第三系堆積岩,花南岩の地質毎に作成された.
本卓テルの日本列島-の適用を評価するため,ダム堆砂実績とダム上流域における土砂崩壊発生確
率の関係を検証した.検証結果は図-1に示す通りである.この関係はR2=0.65の決定係数で示され,
モデルの日本列島-の適用が可能であることが証明された.
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図-1ダム堆砂実績とダム上流域における平均発生確率の関係図
経済損失額は田,畑,市衝地,森林,道路の土地利用毎に導かれた.経済損失額は式(2)に示すとお
りである.
D=P･L･C (2)
ここでD:経済損失額単価, L:土地利用の規模(面積,延長), a:経済損失額単価である.土地利用
に応じて経済損失額の単価を設定した.
降雨に関する現在気候,中間気候,将来気候の再現期間の発生確率を解析した.解析結果の一例と
して図-2に各気候に対する再現期間30年の発生確率分布を示す.現在気候では,東北地方日本海側
から北陸地方,糸魚川-静岡構造線周辺,静岡から鹿児島県に至る南海地域の山地に土砂崩壊発生確
率90%以上の地域が広く分布する.その他に北海道南部,東北地方太平洋岸,北関東地域の山地およ
び中国山地山裾部に発生確率90%以上の地域が点在する.なお,東北地方太平洋岸,北関東地域の山
地および中国山地山裾部以外は再現期間5年から発生確率90%以上を示すリスクの高い地域である.
将来気候から中間気候に変化することにより,日本海側における発生確率90%以上の領域の拡大が認
められる.特に甲信越地方,中国地方の領域の著しい拡大が示されている.また,四国山地南部では,
＼
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90%以上-の発生確率の上昇が認められた.中間気候から将来気候に変化することにより,近畿地方
日本海側と四国山地南部の発生確率の低下が認められる.各気候を比較すれば中間気候の発生確率が
最も高いこ-とが示されている.
降雨に関する経済損失額の解析では,将来時期および再現期間により畑,道路の経済損失の変化が
大きいことを把握した.解析結果の一例として図-3に道路に対する将来の再現期間30年の経済損失
額分布を示す.現在気候では神奈川県,群馬県,埼玉県,三重県および九州地方各地で5億円以上の
経済損失額のグリッドセルが集中する.なお,再現期間の変化により東北地方,中国地方,九州地方
の経済損失の増減が確認される.現在気候から中間気候に変化することにより,日本列島各地で5億
円以上の経済損失額の地域の出現が認められる.特に近畿地方以南,東北地方の経済損失額の増加が
顕著である.
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図-3　再現期間30年の道路の経済損失額分布
融雪による土砂崩壊リスクは現在気候のみの評価であり,多雪年,通常年,少雪年を対象にした.
融雪による土砂災害リスクは,少雪年に多雪地域である東北地方日本海側と北陸地方に高いリスクを
示した.通常年,多雪年に変化することで北海道,東北地方太平洋側,関東地方北部地域,近畿地方
日本海側および中国地方まで高いリスクの領域が拡大することを把握した.経済損失額に着目すると
積雪状態により畑,森林,道路の損失額の著しい増減が示された.
現在気候,中間気候,将来気候における再現期間の降雨極値による土砂崩壊リスクと融雪による土
砂崩壊リスクを統合したリスク感度図が図-4である.図には気候変動および再現期間の変化に伴うリ
スク変化の著しい道路の経済損失を示した.なお,降雨極値と発生確率は日本列島の平均値,経済損
＼
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失額は日本列島の積算値である.
降雨を対象にした発生確率の推移は中間気候をピークに達した山型形状を成す. RCM20Ver.2の気
候予測によると中間気候に日本列島の土砂災害の危険性が高い状態になる.また,現在気候の発生確
率は最低値であるため,将来の気候変動による土砂崩壊発生確率の上昇が認められている.現在気候
の再現期間30年の発生確率は,中間気候の再現期間5年以下の発生確率,将来気候の再現期間5年
から30年の間の発生確率に相当する.現在よりも将来の土砂崩壊発生確率の上昇の出現期間が短く
なることを示している.また,融雪による土砂崩壊の発生確率と現在気候に対する降雨極値の発生確
率の比較から,多雪年多雪地域の発生確率よりも再現期間5年の降雨極値による発生確率が高くなる
ことを把握した.なお,多雪年は1990年から2005年における最大積雪データである.極大の融雪よ
りも平常的な降雨の方が大きなリスクを示す.
降雨を対象にした道路の経済損失額の推移も発生確率と同様に中間気候をピークにする山型形状を
呈する.中間気候の再現期間の変化による経済損失額の増加が著しく,中間気候時における急速なリ
スク上昇が認められる.また,発生確率同様に多雪年の融雪よる経済損失よりも現在気候における再
現期間5年の降雨極値の方が高い経済損失を示す.
他の土地利用に対する経済損失額の結果として,気候変動および再現期間の変化に対し田,市衝地
の経済損失額の乏しい変化が明らかにされた.田,市衝地,森林は比較的に気候変動および再現期間
の変化による土砂崩壊の影響を受けにくい土地利用であることが把握された.
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図-4　道路のリスク感度図
本研究の研究成果として,リスクマップにより気候変動に伴う対策地域が抽出された.また,気候
変動を考慮したリスクマップとリスク感度図からリスクの高まる時期と地域を示すことができた.
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論文審査結果の要旨
地球温暖化に伴う気候変動により短時間の豪雨の蜘口が予測されており,様々な災害の頻発が指摘される.
急峻な地形,脆弱な地質を呈する日本列島は土砂災害の増加が観念されている. 1和良の安全な国土形成に対し,気
候変動に伴う土砂災害の危験を予知し,被善を事前に防く判策投資が必要になる.この欲求に答えて,地形,地質,
土地利用および琴水の数値地理情報を用いた土砂崩壊リスクモデルを開発し,発生確率,経済損失額のリスク分布
を日本列島において作成した.論文は全8章よりなる.
第1章は序論である.
第2章は解析手法およびデータセットについての説明である.土砂崩壊発生確率モデル,経済損失額予測モデル
に関する理論と性質,モデルに利用するデータを説明した.土地利用の経済損失額からリスク分布を推定した.自
然現象に着目していた既往の嘩倹予測の研究に対して経済損失額によるリスク分布倖軌ま対策配置を誘導
できる貴重な成果となる.
第3章では,再現期間に応じた降雨極値の土砂崩壊リスク評価として,降雨極値分布を仲裁し,発生確率,経済
損失額のリスク分布を示した.再現期間の増加に伴う畑,道路の経済損失額の増加と,東]地方日本海側,糸魚川
一静岡構造線周辺および南海掛の高いリスクの集中が把握された.こうした再現期間に応じた土砂崩壊リスク
分布特性の定量化は新しい知見である.
第4章では,融雪による土砂崩壊リスク評価として,衛星画像データの利用から融雪分布を作成し,リスク分布を
示した.少雪牢でも東]肋吐方日本海側,北陸地方に高いリスクの地域が集中すること,積雪が多くなるにつれ高い
リスクの地域が東]地方太平洋側,関東地方北部,中国地方まで拡大することを把握した.融雪によるリスク分布
に言及した研究事例は,過去になく,極めて希有な研究成果である.
第5章は,土砂崩壊発生確率とダム堆砂の関係を検証し,発生確率モデルの適性を評価した.この検証から指数
関数による強い相関が明らかになり,土砂崩壊発生確率モデルが土砂生産現象を推定できることを示した.これに
よって,本モデルが広域において土砂崩壊を推定できることが確認された.
第6章では,可朝モ気候予測モデルの降雨グリットセルをダウンスケーリングすることで,中間気候,将来気候の
土砂崩壊リスクを導いた.土砂崩壊リスク分布に対する将来気候予測モデルの適用事例は,過去になく,先駆的研
究成果が示された.
第7章は,第6章までの結果を踏まえて,気候変動に伴う降雨分布による土砂崩壊リスクの結果を統合し,時間
変化に伴うリスクの推移を感度図で示した.また,降雨と融雪の土砂崩壊リスクが比較できる感度図を作成した.
この章で示されたリスク感度図は,地軸酸化研究の成果に必要とされるものであり,気候変動による日本列島の
土砂崩壊リスクの推移が定量的に示された貴重な資料である.
第8章は結論である.
以上要するに本論文は,土砂崩壊リスクモデルを構築し,現在および将来の降水分布に応じた土砂崩壊発生確率,
経済損失額によるリスク分布およびリスク感度を示すことに成功した.本手法の成果は,気候候変動に対する日本
列島の土砂災害に大きく貢献できるものである.
よって,本論文は博士(環境科学)の学位論文として合格と認める.
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